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金子ゆきひろ　松本さちえ　板橋ひろみ　ふじしまともこ

得知つ 情報被曝者の声を直接聞く場を
　原水爆禁止2023年世界大会の長崎大会に、 原水爆禁止川口市協議会から参加し
た４人の報告を含む川口報告集会が９月30日に青木会館で開催され、大会に参加し
たふじしまともこ市議と金子ゆきひろ市議も報告しました。

10月から

　若年者の市内定住及び市内中小企業への就労促進を目的として、 市内に居住し、
市内中小企業等に勤務する若年者の奨学金の返還を支援します。 日本共産党川口市
議団は2016年３月市議会で提案して以来、 繰り返し実施を求めてきました。

１ 対象となる奨学金は？
　●川口市奨学資金貸付金 ●日本学生支援機構奨学金 ●埼玉県高等学校等奨学金
　●その他、 地方公共団体の奨学資金で市長が認めるもの

２補助対象者 ・ 勤務先要件は？
　●市内在住かつ在勤の正社員の方  ●年齢30歳以下の方（令和５年４月１日現在）
　●補助金申請時点で奨学金を返済中である方、 または補助対象期間内に奨学金を
　　完済した方
　　勤務先要件 ： 中小企業者及び準ずる法人格を有する事業者で、 雇用保険適用事
　　　　　　　　業所であり市民税の滞納がないこと

３補助金額は？
　●最大 30,000円（一月当たり 5,000円×６ヶ月） ※最長５年間支給　

４ 補助対象期間は？
　●令和５年４月１日～令和５年９月30日 までの６ヶ月間

５申請期間 ・ 申請方法は？
　【申請期間】 令和５年10月２日～令和５年11月30日
　【申請方法】 ●郵送申請／〒332-8601 川口市青木２丁目１番１号
　　　　　　　 川口市役所 経営支援課 「奨学金返還支援補助金担当」あて
 　　　　　　●郵送での申請が難しい方は窓口申請も可能です。

６申請書類は市ホームページからも入手できます。

　岡戸事務局長からは 「あの美空ひばりさんの一本の鉛筆という歌には一本の鉛筆が
あれば戦争はいやだと私は書くという歌詞がある。 1974年の広島の平和音楽祭に出
演する際にあたってつくられた歌。 なくなる１年前の1988年の音楽祭でも歩くのがや
っとの状態でも歌った」とあいさつ。 被爆者の高橋溥さんは 「もちろん核兵器の廃絶や
戦争をなくすことが大切だが、それらがないというだけでなくひとりひとりの人間が安
心して生活できる世界が必要だと思っている」 とあいさつ。
　４人の参加者からの報告では、 若い参加者が世界大会にたくさん参加していてうれ
しかったこと、 長崎の資料館で悲惨な写真や画像を改めて直視したことの大切さ、 各
国で核廃絶や平和のために運動をしている人たちの発言を聞いてあらためて世界大
会だと感じたこと、 世界大会の分科会に参加して直接被爆者の声を聞くことが大事と
感じて、 川口市の平和展で被爆者と市長の対談をと市議会で取り上げたことなど述べ
られました。
　最後に 「声をあげる高校生たち」～核兵器禁止条約に署名 ・ 批准を～のＤＶＤ上
映もおこなわれました。

川口市役所　経営支援課雇用支援係　
電話：048-258-7921（直通）

返還支援補助金スタート！
中小企業従業員等奨学金
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の存続求める
市民運動とともに
　政府は2023年６月に、 現行の健康保険証を
2024年秋に廃止し、 マイナンバーカードに一
本化することを強行しようとしています。 これま
でにマイナンバーカードを保険証として病院窓
口で使用した場合に、本人とは別人の情報が登
録されている 「誤登録」や「個人情報の漏えい」、 
また 「無資格」 と表示されるなどのトラブルが報

公契約における
労働者の賃金・労働条件の向上を

　2022年度川口市決算審査資
料では建設工事契約状況一覧で
しめされた、 指名回数・契約件数
・ 契約金額の上位20者のうち契
約金額の上位20者 （令和５年８
月１日時点（変更契約分反映済））
についてお知らせします。
　党市議団は、 自治体が発注す
る公共工事 ・ 業務委託等に従事
する従業者の賃金 ・ 報酬下限額
を設定し、 自治体 ・ 受注者の責
任等を契約事項に加えることを
定めた公契約条例の制定を求め
ています。
　2009年９月、 全国で初めて千
葉県野田市で公契約条例が制定
されたことを契機に、現在（2023
年７月時点）までに、全国82自治
体で公契約条例が制定され、 埼
玉県では草加市、 越谷市の２自
治体が条例を制定しています。

　マイナンバーカードの取得は 「任意」で、 強制されるものではありません。 保険証へ
の一体化は事実上カードの取得を強制するものになります。 政府は健康保険証のかわ
りに 「資格確認書」 で対応するとしていますが、 そんなことをしなくても現行の保険証
を存続すれば新たな対応は必要ありません。 マイナンバーカードの活用に不安を感じ
ている人も多く、見直すべきです。
　市内の労働組合や医療機関、 民主団体や日本共産党市議団も参加する川口社会保
障推進協議会では、 こうした市民のみなさんの声をあつめ、 健康保険証の存続を求め
る運動を進めています。 ９月28日、 29
日には宣伝 ・ 署名行動も行われ日本共
産党市議団からも参加しました。
　これまでも日本共産党市議団は、 議
会でもこの問題を質してきました。 引き
続き市民のみなさんと一緒に現行の健
康保険証の存続へ声を届けていきます。

告されており、 多くの患者や市民からも不安の声が広がっています。
　また、 現行の健康保険証が廃止されるとマイナンバーカードを持っていない人は健
康保険証が無くなります。 これまで国民皆保険制度で守られてきた公的保険診療がど
うなるのかという不安の声も寄せられています。

紙の国民健康保険証


